総務省・技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する
研究会報告書に対する見解
総務省が４月14日に発足させた「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会」は、３月６日の第10回研究会で「報告書」について議論し、本日（３月19日）公表した（総務省ホームページ参照）。
公務員連絡会地公部会（地公部会）は、この研究会を設けることは、自治体における自主的・主体的な勤務条件決定を阻害し、特に、協約締結権を有する現業職員の労使関係に対する事実上の介入であることからも容認できないと反対してきた。とりわけ、08年８月18日に公表された「中間とりまとめ」は、現業職員による労働組合と職員団体が一体的に交渉しているいわゆる「労連方式」が水準引上げの要因であると指摘しており、労使関係の在り方にも関わる内容にも言及していた。地公部会は、労働側の意見を聴かず、労使自治に言及する「中間とりまとめ」を公表したことは、断じて容認できないとする見解を示すとともに、同とりまとめに対する意見募集に積極的に取り組んできた。
第７回研究会（08年10月27日）における地公部会のヒアリングでは、現業職員が質の高い公共サービスの実現のために担っている職務の実態を伝えるとともに、労使交渉ではそれを踏まえた賃金の在り方について議論してきたことなどを述べ、各委員には、一定の理解を得ることができた。
このような取組みもあって、今回の報告では「中間とりまとめ」と比較すると、職務内容を十分分析した上で、労使交渉を経て労働協約を締結するという点が示されたこと、「労連方式」は違法なものではなく、労使双方にとってメリットがあるなどの意見があったことを記載するなど、地公部会の最低限の要求が取り入れられたものと言える。
地公部会は、自治体の現業職員には清掃職員や学校給食調理員等、国の行政職俸給表（二）適用職員とは異なる職種があり、職種の小区分の構成比も異なる点や賃金センサスを活用するに当たっては、公務としての特殊性や業務の多様性があり、単純な比較はすべきではないことを求めてきた。しかし、報告書で国の行政職俸給表（二）の援用をすること、賃金センサスを活用して水準を算出し、労使交渉の資料とすることが示されたのは不満と言わざる得ない。ただ、賃金センサスとの単純な比較ではなく、「同種・同等比較の原則」や職務内容の分析の精査の必要性も示されたことなど、積極的に労使交渉に活かすことができる内容も含まれている。
地公部会としては、報告書で示されたことを各自治体に強要しないよう総務省に要求したが、09年7月通知に沿って活用をされるよう周知を図りたいという回答にとどまった。これを受け、各自治体では、賃金引下げの新たな提案という懸念はますます大きくなると考えられる。これに対して、地公部会は、現場での交渉に資するよう、報告書を批判検討した資料作成、学習行動、各現場での交渉強化を提起するなど、住民・市民との第一線において質の高い公共サービス実現を担う現業職員の職務・職責に応じた勤務労働条件の実現に向けてさらに取組みをすすめていくものである。
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